
令和８年度山形市消費生活審議会 

 

日  時 ：  令和８ 年７ 月３ 日（ 金）  

午前１ ０ 時０ ０ 分～ 

場  所 ：  山形市消費生活センタ ー研修室 

 

≪ 次  第 ≫ 

 

１  開 会 

 

２  会長あいさ つ 

 

３  自己紹介 

 

４  議 題 

（ １ ） 報 告 

令和７ 年度山形市消費者行政の事業実施状況について………資料１ ・ 資料２  

（ ２ ） 協 議 

令和８ 年度山形市消費者行政の事業計画（ 案） について……資料３  

（ ３ ） その他 

 

５  閉 会 



区　　分 職　　名　　等 備　  考

第１号委員 1 阿部　晃士 山形大学人文社会科学部 教授

（知識経験者）

2 向田　敏 弁護士（むかいだ法律事務所） 欠席

第２号委員 3 鈴木　淳子 山形市消費者連合会 会長

（消費者）

4 青木　由紀絵 山形市ＰＴＡ連合会 副母親委員長 令和8年5月23日～

5 井上　尚子 山形市食生活改善推進協議会 副会長

6 三橋　弘子 料理教室ラ・ミア・ターボラ 主宰

第３号委員 7 栗原　秀行 山形農業協同組合 代表理事組合長
令和7年5月17日～
欠席

（事業者）

8 清野　浩
株式会社ヤマザワ
総務部カスタマーサービスマネジャー

欠席

9 庄司　晃子
ＮＰＯ法人日本ＦＰ協会
山形支部所属

第４号委員
（関係行政機
関の職員）

10 伊藤　順子 山形県消費生活センター 所長 欠席

　

　　山形市消費生活審議会委員名簿    

氏　　　名

○　任　期　（令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで）



 

関係課等出席者名簿 

 

所  属 職  名 氏  名 

市民課 交通安全防犯係長 渡邊 裕史 

市民相談課 
課長補佐 

（ 兼） 市民相談係長 
後藤 晋介 

健康増進課 健康栄養係長 奥山 涼子 

生活衛生課 主査薬剤師 富田 広子 

環境課 
課長補佐 

（ 兼） 環境政策係長 
鈴木 千恵 

循環型社会推進課 資源循環推進係長 福島 郁 

生活支援課 主事 折原 和也 

長寿支援課 
課長補佐 

（ 兼） よう ご支援係長 
進藤 義悦 

障がい福祉課  欠席 

農政課 ６ 次産業推進係長 井上 実子 

建築指導課 主任技師 石山 祐介 

（ 水） 業務課 給排水係長 佐藤 和典 

（ 水） 水質管理室 
副室長 

( 兼) 水質係長 
鈴木 純一 

総合学習センタ ー 指導主事 鈴木 譲二 

社会教育青少年課 社会教育係長 會田 秀和 

学校給食センタ ー 副所長 畠山 浩美 

 



 

事務局職員名簿 

 

所  属 職   名 氏  名 

市

民

生

活

部 

 市民生活部長 山﨑 真浩 

消費 生活

センタ ー 

次長（ 兼） 所長 舩山 康宏 

総括主幹（ 兼） 副所長 佐藤 良 

主査 柴田 敬道 

主任 原 たか子 

主事 川名 智也 

会計年度任用職員 赤間 いずみ 

消費生活専門相談員 鈴木 由美子 

消費生活専門相談員 小林 麻樹 

消費生活専門相談員 東海林 佐織 

消費生活専門相談員 荒井 行男 

消費生活専門相談補助員 丹羽 治美 
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令和７年度 山形市消費者行政の事業実施状況について 

 

消費者行政施策の推進  

山形市消費生活審議会の開催 

山形市消費生活の安定及び向上に関する条例第２６条の規定に基づき、山形市消費生活

審議会を設置し、消費者施策に関する重要事項等について調査・審議を行った。 

 

施策の推進に係る事業実施状況  

１ 消費生活の安全・安心の確保 

（1）商品・サービスの安全・安心の確保 
ア 消費生活用製品安全法、電気製品安全法に基づく立入検査の実施（消費生活セン 

ター） 

消費者の安全の確保、消費者の利益の保護を図るため、市内量販店に立入検査を 

実施した。 

区 分 検査店舗数 検査品目数 検査点数 不適正表示 

消費生活用製品 ５店 ５件 ４５件 ０件 

電気用品 ４店 ５件 ４７件 ０件 

 

イ 健康づくり推進対策事業（健康増進課） 

健康づくり推進事業に関した講座・展示の中で、消費生活の安心・安全に関わる

正しい情報を提供した。 

運動普及推進員養成講座  参加人数 １２人 （令和６年度；９人） 

 

ウ 営業施設の許可・届出受理、立入検査、監視指導、衛生講習会、食品の安全性の 

確認の実施（生活衛生課） 

食品営業許可施設において、HA CCP に沿った衛生管理が適正に行われるよう 監視

指導を実施し、食中毒の原因に応じた予防対策を行った。 

区  分 件数等 

営業許可件数 １,３８６件 

監視立入件数   １,４７８件 

食品検査検体数 ３５件 

講習会実施延べ １,２１０人 

食中毒件数 ４件（処分件数 ０件） 

 

エ 木造住宅耐震診断事業、木造住宅耐震改修事業（建築指導課） 

住宅の耐震化を促進するため、木造住宅の地震対策を支援する補助を行った。 

事業名 
補助件数 

令和７年度 令和６年度 

木造住宅耐震診断事業 １５件 ４６件 

木造住宅耐震改修事業 １２件 ６件 
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オ ブロック塀撤去補助事業（建築指導課） 

地震時の安全を図るため、ブロック塀撤去の補助を行った。 

 令和７年度 令和６年度 

補助件数  １５件 ２４件 

 

カ 高齢者減災アドバイス （建築指導課） 

高齢者宅を訪問し、住まいの耐震化や減災アドバイスを行う。 

    ※該当する事案なし 

 

キ 住宅リフォーム総合支援事業（建築指導課） 

住まいの安心確保のための相談窓口を設置し、居住環境の質の向上を図る補助を

行った。 

 令和７年度 令和６年度 

県市補助 ９９件 １６７件 

市補助 ３２０件  ３１１件 

 

ク 上下水道設備工事のトラブル関係の注意喚起及び周知（上下水道部業務課） 

上下水道設備工事のトラブル関係について、上下水道部ホームページで注意喚起 

及び周知を行った。 

 

ケ 水道水の水質検査と公表（（水）水質管理室）（旧 水運用センター） 

適正な水質管理を行うため、水質検査計画を策定し、水質検査結果を上下水道部 

ホームページで公表した。 

※全ての項目において、水質基準を満たしていた。 

 

コ 学校給食の放射性物質検査の実施と公表（給食センター） 

令和７年４月１１日から令和８年３月１６日までの期間に、延べ３６回放射性物 

質の検査を実施し、その結果を市ホームページで公表した。 

※全て検出なし 

 

(2) 適切な表示および適正な計量の推進 

ア 家庭用品品質表示法に基づく立入検査の実施（消費生活センター） 

消費者の安全の確保、消費者の利益の保護を図るため、市内量販店の立入検査を 

実施した。 

区 分 検査店舗数 検査品目数 検査点数 不適正表示 

家庭用品 ５店 ５件 ６７件 ０件 

 

イ 特定計量器定期検査（消費生活センター） 

商店、医院等で取引及び証明等に使用する特定計量器の定期検査業務を一般社団

法人山形県計量協会に委託した。市内を東西に分け、２年に１回の周期で検査して

おり、７年度は市内西部地区を対象として検査を実施した。 

区 分 受検者数 検査個数 不合格数 不合格率 

集合検査 １３８件 ２５６個 ０個 ０％ 

所在場所検査 ２８７件 ９２２個   ７個 ０.７％ 

合 計 ４２５件 １,１７８個 ７個 ０.５％ 
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ウ 特定計量器立入検査（消費生活センター） 

燃料油メーター、証明用電気計器の封印、検定有効期間及び管理状況の検査を実 

施した。 

                                                     

 

 

 

 
 

エ 商品量目立入検査（消費生活センター） 

食品の内容量が正確に表示されているか、スーパーマーケットの立入検査を実施 

した。 

内 訳 

中元期 年末年始期 合 計 

適正 

個数 

不正 

個数 

適正 

個数 

不正 

個数 

検査 

個数 

不正 

個数 

魚介類 ８１個       - ８６個 - １６７個    - 

肉類 ９０個       - ７２個       - １６２個    - 

惣菜類 ８６個       - ７３個       - １５９個    - 

合   計 ２５７個       - ２３１個 - ４８８個    - 

 

オ 計量に関する知識の普及・啓発（消費生活センター） 

計量に関する知識の普及啓発のため、山形県、山形県計量協会と共催で、啓発事業 

を実施した。 

(ア)親子はかり作り教室 

開催日   令和７年８月２日（土） 

会場    消費生活センター研修室 

内容    身近な材料を使った棒はかり作り 

参加者数  親子６組１５人 
 

(イ)計量パネル展 

開催日   令和７年１０月１日（水）～１０月３１日（金） 

会場    山形県立図書館 

内容    啓発パネル、各種計量器の展示、計量チラシ等の配布 
 

(ウ)啓発イベント 

開催日   令和７年１０月２５日（土） 

会場    山形県立図書館 

内容    はかり作り教室、重さ当てクイズ体験、計量クイズ、はかり検査体 

験等 

 

カ 食品の栄養成分表示、虚偽誇大表示の禁止等の指導（健康増進課） 

食品関連事業者等に対し、食品の栄養成分表示や虚偽誇大表示に対する指導・助 

言を行った。 

食品の栄養成分表示に関する相談  ２７件 

虚偽誇大表示に関する相談 ６件 

区 分 
検査 

事業所 

検査 

台数 

不適正 

事業所 

不適正 

台 数 

不適正 

台数率 

燃料油 ２件 ２台 ０件 ０台  ０% 

証明用電気計器

（子メーター） 
１２件 １０台 ０件 ０台 ０% 
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キ 立入検査、収去検査、相談の実施、違反表示への指導（生活衛生課） 

食品表示法に基づき、食品等事業者が適正な食品の表示をするよう監視指導を実 

施した。 

さらに、アレルギーや期限表示の誤りなど不適切な食品表示の事例が発生した場 

合は必要な対策を行った。 

立入検査 ３１２件 

収去検査  ３２件 

相談・指導件数  １７件 

     

(3) 個人情報保護施策の推進 

ア 個人情報の開示、訂正、利用停止請求の受付・対応（市民相談課） 

個人情報に関する市民の権利を保障するため、市が保有している個人情報につい 

て、本人が開示、訂正、利用停止の請求をした場合の受付、処理を行った。 

     開示請求 ８件 

（全部開示３件、部分開示４件、不開示・不存在１件） 
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２ 消費者教育の推進 

(1) 消費者教育の推進 

ア 消費生活出前講座（消費生活センター） 

消費者被害を未然に防ぐため、企業、学校、地域団体、高齢者福祉施設などに出 

向いて、相談事例やその対処法などの講座を開催した。 

対象 一般 学生 福祉団体 高齢者 障がい者 その他 合計 

講座回数（回） ３ ４ ２ １６ ２ ３ ３０ 

受講者数（人） ９７ １６３ １４３ ５２７ ２１ ７４ １,０２５ 

 

イ 消費生活出前講座のうち消費者アドバイザーが講師となった講座（消費生活セン 

ター） 

    消費者アドバイザーが「市民講師」として出前講座の講師を務めた。 

 回数（回） 受講者数（人） 

講  話 ８ １５９ 

寸  劇 ３ ８１ 

両  方 ２ ２０８ 

計 １３ ４４８ 

 

ウ くらしの講座・生活講座の実施（消費生活センター） 

消費生活に関する正しい知識と判断力を備えた消費者を育成するため、家庭生活 

の身近な問題や金融に関するテーマで講座を開催した。 

 

(ア)くらしの講座     実施回数 ３講座 参加者 ２５人 

 （ＮＰＯ法人日本ＦＰ協会との共催） 

開催日 テーマ 講師 受講者数 

７月２６日 ５０歳から始める人生１００年の家計戦

略～リタイア後の行き方とお金のこと～ 
ファイナンシャル・プランナー 

後藤 尚義 氏 

７人 

１２月６日 ライフプランセミナー ～あなたの未来

とお金を知る～ ３０～４０代からの

即！実践的な家計管理方法 

ファイナンシャル・プランナー 

寒河江 保子 氏 

９人 

１月３１日 シングルライフのマネープラン 

～今、未来に備える！もっと自由に、も

っと安心に、今できること～ 

ファイナンシャル・プランナー 

本間 和弘 氏 

９人 

 

(イ)知るぽると生活講座  実施回数 ２講座 参加者 ２６人 

  （山形県金融広報委員会との共催） 

 

 

 

 

 

 

 

 

開催日 テーマ 講師 受講者数 

３月１３日 豊かな老後生活のために知

っておきたいお金の話 

J-FLEC 認定アドバイザー 

後藤 尚義 氏 

２１人 

３月２１日 小学校中学年向け 

お小遣いから学ぶお金の話 

J-FLEC 認定アドバイザー 

遠藤 武蔵 氏 

５人 
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エ 食生活改善推進員養成・育成事業（健康増進課） 

食生活改善推進員養成講座や食生活改善推進協議会において、食品衛生に関する

研修会を開催した。 

参加人数 ７６人 （令和６年度；７０人） 

 

オ 健康づくり推進対策事業（健康増進課）【再掲 1-⑴-イ】 

 

カ 各学校の主体的な教育活動への指導・支援（要請訪問・計画訪問）（総合学習セ 

ンター） 

    各学校の計画訪問や校内授業研究会において、消費者教育に関連する社会科や家 

庭科（中学校では技術・家庭科）において、子どもたちが自立した消費者としての

資質・能力を身に付ける教育が行われるように、指導主事が学習指導要領に基づい

て指導等を行った。 

 

キ 各学校への情報提供（総合学習センター） 

     児童生徒が自ら適切な消費行動を実践できるよう、文部科学省や消費者庁など 

様々な関係機関からの情報を各学校に周知した。 

 

ク 公民館事業（社会教育青少年課） 

公民館が実施する事業において、消費生活センターの講師派遣等を活用し、消費 

生活に関するトラブルや、その対策についての学習講座を開催した。 

公民館名 講座内容 参加人数 

中央公民館 消費者セミナー ２７人 

東部公民館 親子で学ぶ「お金のキホン」講座 ２人 

西部公民館 消費者トラブルの事例と対処法についての研修会 ７５人 

南部公民館 南部オトナのお気軽教室における金融講座 ２３人 

    

(2) 消費者啓発協力員の育成・強化 

ア 消費者啓発協力員の状況（消費生活センター） 

■消費者アドバイザー 

消費者被害を未然に防止するため「市民講師」として地域に出向いて悪質商

法等に係る情報を提供するなどの諸活動を行う。 

       ※登録者数 ３３人（令和８年４月１日現在） 

 

■消費者啓発ボランティア 

地域における消費者啓発を推進し、市民の消費者被害を未然に防止するため

設置したもので、居住する地域内で、悪質商法等に係る情報を口コミや回覧等

で伝えるとともに、消費生活相談窓口を紹介する。 

       ※登録者数 ５１人（令和８年４月１日現在） 
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イ 消費者啓発協力員情報交換会、研修会の実施（消費生活センター） 

消費者啓発協力員である消費者啓発ボランティアと消費者アドバイザーの知識強

化を図るため、情報交換会及び研修会を開催した。 

開催日 名  称 テーマ 講師 受講者数 

４月２５日 消費者啓発協力員

情報交換会 

多く 寄せら れている 相談事

例及び特殊詐欺の被害状況
について 

・消費生活専門相談員 

小林 麻樹 氏 
・山形警察署生活安全課 

  藤田 周平 氏 

２３人 

９月２６日 消費者啓発協力員

研修会 

心理面から 学ぶ 被害・ト ラ

ブルに遭わない賢い生活術 

ＮＡＣＳ 大西 二郎 氏 ２２人 

１０月１８日 消費者啓発協力員
研修会 

被害・ト ラブルに遭わない生
活術 〜実践編〜 

ＮＡＣＳ 安達 美紀 氏 １８人 

１１月１５日 消費者啓発研修会

（一般参加者含む） 

悪質商法に気を付けて！ 

～手口を知って被害を防ごう～ 

ＮＡＣＳ 幕田 久美子 氏 １１人 

 注）ＮＡＣＳ；公益社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会 

 

ウ 消費者啓発ボランティア養成講座（消費生活センター） 

地域における消費者啓発の促進を図るため、消費者啓発ボランティア養成講座を

地域包括支援センターと協力し開催した。 

受講者数 ２７人 登録者 ２人 

 

(3) 消費者団体の支援 

ア 消費者団体の支援（消費生活センター） 

    市内で活動する消費者問題に取り組む団体に対し、必要な支援を行った。 

(ア)活動拠点の提供 

消費生活センター使用団体登録をしている消費者団体に対し、活動拠点の場と 

して消費者活動室を提供した。 

※登録団体 ３団体（山形市消費者連合会、かしこい消費者の会べにっこ、 

香害を考えるやまがたの会） 

(イ)消費者月間事業の実施 

消費者月間事業において、消費者団体活動報告パネル展を実施した。 

(ウ)活動の支援 

山形市消費者連合会（昭和４６年３月結成）に対して、組織力や活動を強化す 

るため、運営費補助金を交付するとともに活動を支援した。 
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３ 消費者被害の未然防止・救済 

(1) 消費者被害の未然防止・拡大防止 

ア 詐欺情報等の情報提供（市民課） 

最新の詐欺情報を周知するため、山形県警が発信する１１０ネットワークの情報

及びメルマガへの登録方法について市ホームページに掲載した。あわせて市公式  

ＬＩＮＥ（タイムライン）で不審者情報等の情報提供を行うとともに、近隣の防犯支

部長に対しても連絡を行った。 

さらに、各地区防犯支部長に送付された消費生活センター情報について回覧を行

うとともに、市ホームページで「特殊詐欺等にご注意ください！」の注意喚起を行っ

た。 

 

イ 「山形市消費生活センター情報」による情報提供（消費生活センター） 

消費生活相談の中で、相談・苦情の多い事例やその対処法について、毎月啓発チ

ラシを作成し、広く周知を図った。あわせて、広報やまがた、市ホームページ並び

に消費生活メールマガジン、市公式ＬＩＮＥ及びフェイスブックにより毎月情報提

供を行った。 

 

    ■山形市消費生活センター情報一覧（令和７年４月号～令和８年３月号） 

発行年月 タ イ ト ル 

令和７年４月 「２時間後に電話が止まる！？」自動音声ガイダンスの不審な電話 

５月 「定期縛りなし」には要注意！解約するまで続く定期購入？！ 

６月 ちょっと待って！ そのＳＭＳ、フィッシングかも 

７月 ２０２４年度 山形市の消費者トラブル 

８月 身元保証などの高齢者サポートサービスの契約トラブルに注意 

９月 「そのサイト、大丈夫？」悪質通販サイトの特徴！ 

１０月 貴金属の買い取りが目的！？ 強引な訪問購入に注意 

１１月 リチウムイオン電池搭載製品の膨張・発煙・発火にご注意！ 

１２月 そのネットの動画、フェイクかも！ 

令和８年１月 利用明細は必ず確認！ 意図せぬリボ払いに注意 

臨時号 給付金詐欺にご注意ください！！ 

２月 クリーニングトラブルにあわないために 

３月 
賃貸住宅の原状回復トラブル！ 住み始める時から「いつか出てい

く時に備えよう 

◆年間発行部数：約７８,０００枚 

◆配布先 

・消費者アドバイザー、啓発ボランティア 
・関係課等（市民課、市民相談課、男女共同参画センター、公民館、コミュニテ

ィセンター） 
・関係団体（総合福祉センター、子育てランドあ～べ、法テラス山形、山形市老

人クラブ、介護事業所、指定居宅介護支援事業所、障がい者指定特
定相談支援事業所、地域包括支援センター、老人福祉センター） 

・小売店（イオン東北株式会社２、スーパースポーツゼビオ、ＤＣＭ株式会社、
マックスバリュ東北株式会社４、株式会社ヨークベニマル５、生活協
同組合共立社４、ショッピングセンター吉田） 

・市防犯協会、民生委員・児童委員等 
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（各年度末現在） 

 令和７年度 令和６年度 

消費生活メールマガジン登録者数 ３,７８７人 ３,５７２人 

市公式 LIN E 登録者数 １０４,８６６人  ８６,４４２人 

市 Fa ce book フォロワー数 ６,２８０人 ５,２４３人 

 

ウ 注意喚起、緊急性があるものの情報提供（消費生活センター） 

給付金の支給に伴う消費者被害の拡大が予想されたため、消費生活センター情報

臨時号を作成し、注意喚起を行った。 

作成月 令和８年１月 

内容  給付金詐欺にご注意ください！！ 

 

エ 山形市広報番組での情報提供（消費生活センター） 

ＹＴＳ放送の「やまがたＣity 情報」で、消費者トラブルの事例と対処法、相談

窓口の周知を行った。 

放送日  令和７年１２月１９日（金） 

内 容  「訪問購入のトラブルにご注意を！」  

 

オ 消費者月間事業の実施（消費生活センター） 

霞城セントラル１階アトリウムにおいて、消費者月間にあわせ、消費者団体と協

力しパネル展を実施した。 

実施日  令和７年５月１４日（水）～２３日（金） 

内 容  「明日の地球を救うため、消費者にできること グリーン志向消費 

      ～どのグリーンにする？～」（全国共通テーマ）に関連する消費 

者トラブルの事例と対処法、消費者団体活動紹介 

 

カ 消費生活センター展示コーナーでの情報提供（消費生活センター） 

消費者が適切に判断し行動するために必要な情報を収集し、展示コーナーで情報 

提供を行った。 

 

キ 上下水道設備工事のトラブル関係の注意喚起及び周知（上下水道部業務課） 

【再掲 1-⑴-ク】 

 

(2) 消費者被害の救済、消費生活相談の充実 

ア 消費生活相談（消費生活センター） 

(ア)消費者から事業者との取引に関して生じた相談について、消費生活専門相談員 

が助言を行い、必要な場合は事業者に対してあっせん等を行った。 

(イ)連携中枢都市圏の形成に係る連携協約に基づき、６市７町からの相談に対応し 

た。（寒河江市、上山市、村山市、天童市、東根市、尾花沢市、山辺町、 

中山町、河北町、西川町、朝日町、大江町、大石田町） 

 

※令和７年度消費生活相談の概要については資料２参照。 
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(3) 関係機関等との連携の強化 

ア 消費生活法律相談（消費生活センター） 

消費者取引の複雑化・多様化により、法的な解釈・判断等が必要な相談事例に対応 

するため、山形県弁護士会の協力を得て法律相談を実施した。 

実施日  毎月第４木曜日 午後２時～４時（毎回、相談枠４件） 

相談件数 ２６件 

 

イ 法律専門家による消費生活相談支援（消費生活センター） 

消費生活相談に対応するうえで相談処理の的確化・迅速化を図るため、法律の運

用、解釈、措置等について専門的な意見が必要な場合に、山形県弁護士会の協力を

得て消費生活専門相談員が随時弁護士の指導・助言を受けた。 

助言依頼件数 １９件 

 

ウ 専門機関による特設相談の開催（消費生活センター） 

複雑多岐にわたる消費生活相談に対応するため、専門機関に協力を依頼し、特設

相談を実施した。 

■ファイナンシャルプランナー（日本ＦＰ協会東北ブロック山形支部との共

催）による特設相談 

 実施時期 相談者数 

１ ７月２６日（土） ５組 ７名 

２ １２月 ６日（土） ４組 ４名 

３ １月３１日（土） ５組 ６名 

計 １４組１７名 

 

(4) 高齢者や障がい者の消費者被害の防止 

ア 詐欺情報等の情報提供（市民課）【再掲 3-⑴-ア】 

 

イ 山形市高齢者等消費者被害防止ネットワーク（消費生活センター） 

高齢者、障がい者その他の特に配慮を必要とする市民の消費生活上の安全を確保

するため、消費者被害の現状、課題等について情報を共有し、意見交換を行った。 

開催日：令和７年８月２９日（金） 

■構成員、関係機関等 

福 祉 部 門 

山形市社会福祉協議会、山形市民生委員児童委員連合会、     
山形市福祉協力員連絡会、山形市地域包括支援センター、     
山形市基幹相談支援センター、山形市老人クラブ連合会、         
山形市福祉推進部長寿支援課、障がい福祉課 

防 犯 部 門 山形市防犯協会、山形市市民生活部市民課 

消 費 生 活 部 門 山形市市民生活部市民相談課、消費生活センター 

オ ブ ザ ー バ ー 山形警察署生活安全課 

 

ウ 包括的支援事業（長寿支援課） 

相談援助、情報交換等のネットワーク構築（金融機関、交番等）、個別対応を行

った。 

また、地域内の高齢者や支援者を対象とした消費者被害防止に関連する交流会や

周知啓発活動を実施した。 

個別対応件数 ８件 （令和６年度；３件） 
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エ 山形市相談支援事業（障がい福祉課） 

市内６か所の事業所に相談支援事業を委託し、障がい者等からの相談対応を行っ

た。 

相談件数 ３４,７７３件 （令和６年度；３５,１４２件） 

 

(5) 高齢者や障がい者の財産等の保護 

ア 山形市成年後見制度利用支援事業（長寿支援課） 

山形市成年後見センターに成年後見制度の相談業務等を委託した。また、制度利

用が必要な高齢者のうち、身寄りがない等の理由で親族による成年後見人の審判の

申立てができない方について、市長が家庭裁判所に対し審判の申立てを行った。こ

のうち、申立て費用や成年後見人等報酬が負担できない低所得者に対しては、その

費用を助成した。 

 令和７年度 令和６年度 

成年後見市長申立て件数 ４１件  ２９件 

成年後見人等報酬助成件数 ６１件 ５２件 

成年後見利用に関する相談件数 ６６４件 ６３６件 

 

イ 山形市障がい者に係る成年後見制度利用支援事業（障がい福祉課） 

山形市成年後見センターに成年後見制度の相談業務等を委託した。また、制度利

用が必要な方で、身寄りがない等の理由で親族による成年後見人の審判の申立てが

できない方について、市長が家庭裁判所に対し審判の申立てを行った。このうち、

申立て費用や成年後見人等報酬が負担できない低所得者に対しては、その費用を助

成した。 

 令和７年度 令和６年度 

成年後見市長申立件数 ３件  ４件 

成年後見人等報酬助成件数 ７件 ５件 

成年後見利用に関する相談件数 ９２件 １１２件 

 

(6) 多重債務者の支援 

ア 消費生活相談の実施（消費生活センター） 

多重債務問題に関する相談の解決を図るため、解決手段についての助言や法律専

門家のあっせん等、多重債務者への支援を行った。 

 令和７年度 令和６年度 

相談受付件数 ６７件 ６２件 

あっせん件数  １１件 ９件 

   

イ 消費生活法律相談（消費生活センター）【再掲 3-⑶-ア】 

 

ウ 多重債務者無料相談会の開催（消費生活センター） 

深刻化する多重債務問題を抜本的に解決するため、平成１９年度に内閣府が定め

た「多重債務問題改善プログラム」の一環として、多重債務者相談強化キャンペー

ン２０２５「借金に関する無料法律相談会」を開催した。 
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実施主体   山形県多重債務者対策協議会（行政機関、金融機関、関係団体等） 

山形市相談日 令和７年１１月２９日（土） 

相談件数   ２件 
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４ 消費者による持続可能な社会への参画 

(1) 持続可能な社会の形成に向けた取組の推進 

ア 市ホームページによる情報提供（消費生活センター） 

エシカル消費について、市ホームページで周知を行った。 

 

イ 市民団体による研修会（消費生活センター） 

    山形市消費者連合会で、エシカル消費についての市民公開講座を開催した。 

     テーマ：持続可能な健康生活とエシカル消費 

      講 師：仙台白百合女子大学 教授 佐々木 裕子 氏 

      参加者：３０名 

 

ウ 食育事業、食生活改善推進員養成・育成事業等（健康増進課） 

    栄養相談や健康栄養講座を通して、食育（栄養・食習慣）に関する正しい知識の

普及に努めるとともに、健康な食生活を実践することができるように取り組んだ。 

チャレンジおやつクッキング １回  ２０人 

パクパクよいこのクッキング  ２回  ３９人 

食生活改善推進員養成講座 １１回 延べ１８０人 

食生活改善推進協議会研修 延べ １,９８６人 

      

エ 食育・地産地消推進事業（農政課） 

(ア)米粉の使用を促進するため、学校給食に出している米粉パンに係る費用の補助

を行った。 

(イ)やまがた美味しいカーニバル（１０月１８日）を開催し、地元農産物の販売等

を行うことで、生産者と消費者の交流を図った。 

(ウ)学校給食で地元の食材を提供し、地産地消の取組を推進した。 

(エ)広報やまがたで市内産農産物のＰＲやプレゼントを行った。また、イベント開

催時にリーフレットを配布し、市内産農産物のＰＲを行った。 

(オ)給食お話会（２回）を開催し、生産者と児童との交流を図った。 

(カ)オーガニックマルシェ（１１月２９日～３０日）を開催し、有機農産物の消費

拡大及び啓発を行った。さらに、有機栽培で育てた大根を使用した給食お話会

（１回）を開催し、新鮮で安全な食材の啓発に取組んだ。 

(キ)地産地消の店の認定を行った。 

 令和７年度 令和６年度 

認定件数 
２６件 

うち 新規  ６件 
更新 ２０件 

４３件 
うち 新規  ７件 

更新 ３６件 

 

オ バイキング給食（学校給食センター） 

主に卒業学年を対象に、生涯にわたって健康で充実した生活を送るための望まし

い食習慣を身に付け、自己管理能力を養うことなどを目的として、バイキング給食

を実施した。 

      小学校 ３５校 ２,３３９人 （令和７年１０月～令和８年２月） 
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(2) 環境の保全に向けた取組の推進 

ア 市民団体によるごみ減量の啓発（消費生活センター） 

山形市消費者連合会で、５月の消費者月間パネル展において、ごみ減量の啓発ポケ

ットティッシュを配布した。 

 

イ 省エネルギー・地球温暖化対策事業等（環境課） 

(ア)広報やまがたや市ホームページ、ウインドウディスプレイの活用の他に、ラジ

オの広報番組で季節に合った家庭等で取り組むことのできる省エネ行動を周知

した。（随時） 

(イ)市内のＮＰＯや各種団体と連携し、太陽光発電設備や省エネルギー高効率設備

の導入の推進、省エネ行動の呼びかけやエコ住宅の普及推進に関する事業を通

年で実施した。（随時） 

(ウ)太陽光発電設備について、設置者へのアンケートをもとに設置費用や発電機な

どの情報を市ホームページで提供した。（９月） 

 

ウ リユースによる地球温暖化対策等推進基金への寄附受入及びリユース実践の促進 

と温暖化対策の啓発（循環型社会推進課） 

    ブックオフコーポレーション株式会社との連携協定に基づき、本やＣＤ等のリユ

ースによる査定額相当額を地球温暖化対策等推進基金への寄附に受ける取り組み

で、リユース実践の促進と温暖化対策の啓発活動を行った。 

 

エ 市民団体と連携した食品トレーや雑がみ等リサイクルキャンペーンの実施（循環 

型社会推進課） 

    「ごみ減量・もったいないねット山形」と連携しながら、食品トレーリサイクル

キャンペーンを６店舗で実施し、啓発活動を行った。 

 

オ 買い物袋持参率調査（循環型社会推進課） 

    市民の意識定着を把握するため、買い物袋持参率調査を継続して実施した。 

 令和７年度 令和６年度 令和５年度 

持参率 ９０.５９％ ９１.０３％ ９０.８７％ 

レジ袋削減推計枚数 ２２,１４２千枚 ２２,００７千枚 ２１,３９５千枚 

 

カ 集団資源回収推進事業（循環型社会推進課） 

    市民主体のごみ減量運動である集団資源回収事業を５３９団体で実施した。 

 

キ 生ごみやさいクル事業（循環型社会推進課） 

可燃ごみの約４０％を占める生ごみの減量のため、電気式（乾燥式）生ごみ処理

機で生成された乾燥生ごみと野菜等を交換できる事業を実施した。 

 令和７年度 令和６年度 

乾燥生ごみの持ち込み １,４８３.４ｋｇ １,９６５.４ｋｇ 

交換件数 １２６件 １５３件 
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ク 生ごみ処理機等購入補助事業（循環型社会推進課） 

     家庭から排出される生ごみの減量化及び堆肥化を促進するため、生ごみ処理機等

購入補助事業を実施した。 

 令和７年度 令和６年度 

補助基数 ６３基 ６１基 

補助金額 １,０８１千円 １,０８５千円 

 

ケ 事業系一般廃棄物の減量・資源化の啓発（循環型社会推進課） 

(ア)大規模建築物等の管理者から提出された「事業系廃棄物減量等計画書」の全体

集計、業種別分析を行った。 

(イ)事業系一般廃棄物について、エネルギー回収施設（立谷川・川口）において搬

入物検査を行った。 

(ウ)ラジオモンスターを活用し、事業系一般廃棄物の減量・資源化について啓発を

行った。 

(エ)紙類に関するアンケートを実施し、「お古紙ください協議会」についての啓発

を行った。 

 

コ リユース促進事業（循環型社会推進課） 

(ア)市で不要になった備品等をメルカリＳｈｏｐｓで販売し、リユースにつなげ

た。 

(イ)市民が使わなくなった本やＣＤ等の持ち込み回収イベントを開催し、市民の 

リユース実践を促進した。 

 

サ ペットボトル水平リサイクルの推進（循環型社会推進課） 

     セブン-イレブン店舗前で稼働しているペットボトル回収機での水平リサイクル

の取組を市ホームページ等で周知し、利用促進を図った。 

 

(3) 食品ロス削減に向けた取組の推進 

ア 市民団体と連携したごみ減量のための食品ロスの啓発の実施（循環型社会推進課） 

(ア)「ごみ減量・もったいないねット山形」と連携し、ホテル業者に３０・１０運

動啓発コースターを配布し、宴会での活用について啓発を行った。 

(イ)環境展などのイベントで食品ロス削減に関するパネル展示とチラシ配布を行っ

た。 

(ウ)ラジオ番組や広報やまがたで啓発を行った。 

(エ)宴会主催者側への広報啓発のため、青年会議所や商工会議所などに３０・１０

運動の啓発を行った。 

(オ)啓発用動画を作成し、市公式ＹｏｕＴｕｂｅで公開し、周知を行った。 

 

イ フードバンク事業（生活支援課） 

生活保護申請中等で生活に困窮されている方に対して、フードバンク活動団体か

ら無償で提供を受けた食料品の提供を行うことで、食品ロスの削減を図るとともに、

一時的な生活維持の支援を行った。 

    利用実績 １３世帯 
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消費生活相談の概要（７年度；PIONET統計） 

１ 消費生活相談の概要 

令和７ 年度に寄せられた消費生活相談は ２ , ０ ６ ８ 件で、 前年度に比べて２ １ ８ 件、 １ １ . ８ ％の

増と なっ た。 そのう ち、 契約ト ラ ブルなどに関する苦情相談は１ , ９ ２ ０ 件と 、 前年度に比べて   

１ ９ ８ 件、 １ １ ． ５ ％の増と なった。  

年代を見ると 、 ５ ０ 歳代が５ ６ 件、 ２ ６ ． ３ ％増と なった。 年代別の構成比を見ると、 ７ ０ 歳代が

最も多い傾向に変化はないが、５ ０ 歳代以上で半数を超えるなど中高年、高齢者からの相談が多かっ

た。  
 
(1) 過去５年間の相談件数 

項 目 ７ 年度 ６ 年度 ５ 年度 ４ 年度 ３ 年度

消費生活相談 2, 068  1, 850  1, 777  1, 924  1, 748  

個人情報相談 - -      -      -      1      

合　 　 計 2, 068  1, 850  1, 777  1, 924  1, 749  

前年度比 111. 8% 104. 1% 92. 4% 110. 0% -  
 
(2) 消費生活相談の内訳 

件 数 構成比 前年度比 前々年度比 件 数 構成比 件 数 構成比

2, 068  100. 0% 111. 8% 116. 4% 1, 850  100. 0% 1, 777  100. 0%

苦 情 相 談 1, 920  92. 8% 111. 5% 119. 0% 1, 722  93. 1% 1, 614  90. 8%

問 合 せ 148    7. 2% 116. 5% 90. 8% 127    6. 9% 163    9. 2%

要 望 -      0. 0% 0. 0% - 1 0. 1% 0 0. 0%

項 目
７ 年度 ６ 年度 ５ 年度

合　 　 　 計

 
 
(3) 契約当事者の属性 

件数 構成比 前年度比 前々年度比 件数 構成比 件数 構成比

2, 068  100. 0% 111. 8% 116. 4% 1, 850  100. 0% 1, 777  100. 0%

18歳未満 25     1. 2% 178. 6% 138. 9% 14     0. 8% 18     1. 0%

18歳 10     0. 5% 90. 9% 111. 1% 11     0. 6% 9      0. 5%

19歳 11     0. 5% 137. 5% 68. 8% 8      0. 4% 16     0. 9%

20歳代 147    7. 1% 120. 5% 108. 1% 122    6. 6% 136    7. 7%

30歳代 152    7. 4% 116. 9% 119. 7% 130    7. 0% 127    7. 1%

40歳代 164    7. 9% 95. 3% 105. 8% 172    9. 3% 155    8. 7%

50歳代 269    13. 0% 126. 3% 111. 2% 213    11. 5% 242    13. 6%

60歳代 328    15. 9% 113. 9% 117. 1% 288    15. 6% 280    15. 8%

70歳代 367    17. 7% 104. 9% 135. 4% 350    18. 9% 271    15. 3%

80歳代 170    8. 2% 103. 7% 116. 4% 164    8. 9% 146    8. 2%

90歳以上 28     1. 4% 121. 7% 107. 7% 23     1. 2% 26     1. 5%

不明 397    19. 2% 111. 8% 113. 1% 355    19. 2% 351    19. 8%

男　 性 855    41. 3% 105. 6% 114. 3% 810    43. 8% 748    42. 1%

女　 性 1, 020  49. 3% 117. 0% 117. 1% 872    47. 1% 871    49. 0%

不　 明 193    9. 3% 114. 9% 122. 2% 168    9. 1% 158    8. 9%

性
別

年代別・ 性別
７ 年度 ６ 年度 ５ 年度

 合　 　 　 計

年
代
別
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２ 商品・サービス等の特徴 

最も相談件数が多かったのは昨年同様に「 商品一般」 ※で、 不審な電話やメ ールに関するもの、 身

に覚えのない請求に関する内容が多く 、相談内容に関連する主なキーワード は「 身分詐称」、「 信用性」、

「 不当請求」 と なっている。 そのほか８ 位の「 携帯電話サービス」 が前年度より 大幅に増加し た。  

 

（１） 商品・サービス別上位相談件数 

順位 商品・ サービス名 ７ 年度 ６ 年度 主な内容・ 関連キーワード  

１  商品一般 ２ ７ ０  ２ ３ ６  身分詐称、 信用性、 不当請求 

２  役務その他サービス ７ ９  ７ １  電話勧誘、 解約、 電子広告 

３  光ファ イバー ７ １  ９ ４  電話勧誘、 説明不足、 経済性 

４  他の健康食品 ５ ８  ５ ３  定期購入、 解約、 電子広告 

５  賃貸アパート  ５ ０  ４ ４  説明不足、 不当要求、 契約書・ 書面 

６  化粧クリ ーム ４ ９  ４ ４  インタ ーネッ ト 通販、 電子広告、 定期購入 

６  フリ ーローン・ サラ金 ４ ９  ４ ６  多重債務、 クレジッ ト カード 、 自己破産 

８  携帯電話サービス ４ ８  ３ １  説明不足、 解約、 特典強調 

９  電気 ４ ２  ４ ４  電力小売自由化、 経済性、 解約 

１ ０  金融関連サービスその他 ４ １  ３ ０  クレジッ ト カード 、 暗号資産、 解約 

 

※商品一般： 商品・ 役務の特定ができない、 または、 複数の商品・ 役務の契約をし ており 、 分類する

こと が困難なもの。  
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（２） 年代別・商品及びサービス別相談件数（上位５位） 

 

「 商品一般」は幅広い世代において上位に入っており 、４ ０ 歳代～６ ０ 歳代では１ 位と なっている。

また、 １ ８ 歳未満では、 他の世代には見られない「 オンラインゲーム」 が、 ７ ０ 歳代以上になると、

「 光回線」 、 「 不審な電話」 に関する相談件数が多く なっている。  

 

年代 順位 商品・ サービス名 件数 

１ ８ 歳未満 

（ ２ ５ ）  

１  オンラインゲーム ９  

２  洋服 ２  

３  Ｓ Ｎ Ｓ 、 アダルト サイト 、 美容液等 各１  

１ ８ 歳 

（ １ ０ ）  
１  不審な電話、 脱毛エステ、 医療脱毛等 各１  

１ ９ 歳 

（ １ １ ）  
１  不審な電話、 脱毛エステ、 出会い系アプリ 等 各１  

２ ０ 歳代 

（ １ ４ ７ ）  

１  脱毛エステ １ ８  

２  役務その他サービス １ ０  

３  商品一般、 賃貸アパート  各７  

５  フリ ーローン・ サラ金 ５  

３ ０ 歳代 

（ １ ５ ２ ）  

１  光ファ イバー １ ０  

２  フリ ーローン・ サラ金 ９  

３  脱毛エステ、 役務その他サービス 各７  

４  商品一般、 賃貸アパート  各５  

４ ０ 歳代 

（ １ ６ ４ ）  

１  商品一般 １ ２  

２  光ファ イバー １ １  

３  金融関連サービスその他 ７  

４  賃貸アパート  ６  

５  フリ ーローン・ サラ金 ５  

５ ０ 歳代 

（ ２ ６ ９ ）  

１  商品一般 １ ６  

２  化粧クリ ーム １ ５  

３  電気、 ファ ンデーショ ン、 賃貸アパート  各８  

６ ０ 歳代 

（ ３ ２ ８ ）  

１  商品一般 ４ ２  

２  化粧クリ ーム １ ６  

３  他の健康食品 １ ４  

４  役務その他サービス １ ３  

５  ファ ンデーショ ン １ ０  

７ ０ 歳代 

（ ３ ６ ７ ）  

１  光回線 １ ５  

２  不審なメ ール、固定電話サービス、化粧クリ ーム、クレジ

ッ ト カード  

各８  

８ ０ 歳代 

（ １ ７ ０ ）  

１  不審な電話 ２ ０  

２  光回線 １ １  

３  携帯電話サービス ９  

４  電気 ６  

５  固定電話 ４  

９ ０ 歳代以上 

（ ２ ８ ）  

１  不審な電話 ５  

２  不審なメ ール、 廃品回収、 健康食品等 各１  

※（   ） の数は年代ごと の総件数 
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３ 販売方法等キーワード別相談件数（上位１０位） 

相談件数の多い商品・ サービスに関し 、 問題と なった販売方法等のキーワード をみると 、 昨年同様

に「 インタ ーネッ ト 通販」 が最も多かった。  

 

■販売方法別上位相談件数                                          （重複集計） 

販売方法等キーワード  ７ 年度 ６ 年度 前年比( %)  主な商品･サービス 

イ ン タ ーネッ ト 通販 617 502 122. 9 
化粧クリ ーム、 他の健康食品、 商品一般、 ファ

ンデーショ ン、 役務その他サービス等 

説 明 不 足 431 400 107. 8 
光ファ イバー、 商品一般、 携帯電話サービス、

賃貸アパート 、 役務その他サービス等 

電 話 勧 誘 242 257 94. 2 
商品一般、光ファ イバー、役務その他サービス、
モバイルデータ 通信、 広告代理サービス等 

詐 欺 214 135 158. 5 
商品一般、 金融関連サービスその他、 役務その
他サービス、 ファ ンド 型投資商品、 フリ ーロー

ン・ サラ金等 

定 期 購 入 191 196 97. 4 
他の健康食品、 化粧クリ ーム、 ファ ンデーショ

ン、 乳液、 他の医薬品等 

身 分 詐 称 144 102 141. 2 
商品一般、光ファ イバー、役務その他サービス、

固定電話サービス、 相談その他等 

強 引 140 144 97. 2 
商品一般、光ファ イバー、役務その他サービス、

賃貸アパート 、 電気等 

家 庭 訪 販 117 139 84. 2 
塗装工事、 商品一般、 光ファ イバー、 新聞、 修
理サービス等 

無 料 商 法 116 123 94. 3 
光ファ イバー、 役務その他サービス、 広告代理
サービス、 他の玩具・ 遊具、 廃品回収サービス

等 

代 引 配 達 83 71 116. 9 
紳士・ 婦人用バッ グ、他の電気空調・ 冷房機器、

商品一般、 ズボン、 財布類等 
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４ 販売購入形態による特徴 

販売購入形態別にみると 、 昨年同様「 通信販売」 が最も多く 約４ 割を占めている。 次いで、 ２ 割を占

める「 店舗購入」 が前年比２ １ ％増加しており 、賃貸アパート や脱毛エステに関する相談が多く なって

いる。  
 

■販売購入形態別相談件数                                     （ ）内 構成比（％） 

販売購入形態 ７ 年度 ６ 年度 
前年比

( %)  
主な商品・ サービス 

店 舗 購 入 413( 20. 0)  341( 18. 4)  121. 1 
賃貸アパート 、 脱毛エステ、 携帯電話サ
ービス、 クレジッ ト カード 等 

無
店
舗
販
売 

訪 問 販 売 120(  5. 8)  157(  8. 5)  76. 4 新聞、 電力、 配置薬、 不用品無料回収等 

通 信 販 売 740( 35. 8)  666( 36. 0)  111. 1 
化粧ク リ ーム、 ファ ンデーショ ン、 オン
ラインゲーム、 ダイエッ ト サプリ 等 

マルチ・ マ

ルチまがい 
17(  0. 8)  7(  0. 4)  242. 9 

未公開株、 水素天然水、 化粧品、 健康茶

投資の教材等 

電 話 勧 誘 174(  8. 4)  150(  8. 1)  116. 0 
光回線、 副業サポート 、 求人募集広告、
ウイルス駆除サービス等 

ネガティ ブ・

オプショ ン※ 
3(  0. 1)  1(  0. 1)  300. 0 

ゲームソ フト 、 ダイエッ ト みそ汁、 海鮮
物 

訪 問 購 入 23(  1. 1)  24(  1. 3)  95. 8 
不用品買取、 宝石、 金貨、 ミ シン、 指輪

等 

そ の 他 26(  1. 3)  19(  1. 0)  136. 8 
司法書士、 携帯電話サービス、 ウォータ

ーサーバー、 キャッ シング、 電気等 

不明･無関係 552( 26. 7)  485( 26. 2)  113. 8 
不審な電話・ メ ール、 身に覚えのない荷

物・ 請求等 

合    計 2, 068(  100)  1, 850(  100)  111. 8 
 

  ※ネガティ ブ・ オプショ ン： 注文し ていない商品を勝手に送り つけ、 その人が断らなければ買ったも

のと みなし て、 代金を一方的に請求する商法。 送り 付け商法。  
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５ 処理結果 

相談者に対し 、 関連する窓口の案内や一般的な情報提供を行った「 その他情報提供」 が４ ６ ． ３ ％と

全体の半分近く と なった。 また、 自主交渉が困難な相談に対し て、 相談員があっせんに入った件数は  

２ ２ ８ 件と 全体の約１ １ ％と なった。 う ち、 解決が２ ２ ３ 件、 不調が５ 件となった。  

 

■相談の処理状況（ 令和８ 年５ 月１ 日までの登録分）    （  ） 内； 構成比（ ％）  

相談の処理状況 ７ 年度 ６ 年度 前年比( %)  

内 
 

 
 

 

訳 

他 機 関 紹 介 78(  3. 8)  64(  3. 5)  121. 9 

助言（ 自主交渉）  714( 34. 8)  781( 42. 4)  91. 4 

そ の 他 情 報 提 供 949( 46. 3)  695( 37. 7)  136. 5 

あ っ せ ん 解 決 223( 10. 9)  217( 11. 8)  102. 8 

あ っ せ ん 不 調 5(  0. 2)  9(  0. 5)  55. 6 

処 理 不 能 16(  0. 8)  20(  1. 1)  80. 0 

処 理 不 要 65(  3. 2)  58(  3. 1)  112. 1 

合     計 2, 050(  100)  1, 844(  100)  111. 2 

処 理 

期 間 

即 日 処 理 1, 522( 74. 2)  1, 361( 73. 8)  111. 8 

継 続 処 理 528( 25. 8)  483( 26. 2)  109. 3 

   ※Ｒ ７ 年度： １ ８ 件処理継続中 
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６ 解決内容 

あっせんや自主交渉を助言するなどし て解決が図られたもの（ 自主交渉は結果が判明し たものの

み） が３ ７ ３ 件で、 その契約購入金額は、 約４ , １ ０ ０ 万円と なっている。  

 

■解決内容 

解 決 内 容 件数 契約購入金額（ 円） 平均値（ 円）  最大値（ 円）  最小値（ 円）  

契 約 ど お り 履 行 10 2, 617, 283 327, 160 2, 286, 680 2, 178 

全 面 解 約 ・ 取 消 267 24, 052, 906 99, 392 4, 200, 000 198 

返 金 （ 既 払 金 ）  56 11, 406, 717 203, 691 2, 500, 000 1, 200 

交 換 ・ 代 替 品 0 － － － － 

修 理 ・ 補 修 0 － － － － 

損 害 賠 償 ・ 治 療 費 0 － － － － 

解 決 ・ 見 舞 金 3 40, 367 20, 183 32, 447 7, 920 

一 部 解 約 ・ 取 消 1 35, 959 35, 959 35, 959 35, 959 

そ の 他 36 2, 515, 864 109, 385 1, 100, 000 2, 420 

計 373 40, 669, 096 795, 770 10, 155, 086 49, 875 

クーリ ング・ オフ（ 再掲） 23 7, 620, 813 331, 339 998, 000 1, 000 

 

７ 多重債務に関する相談状況 

多重債務に関する相談は、 昨年に比べて相談件数は増加し たが、 合計金額は減少し た。  
 

■多重債務に関する相談件数                （ 単位： 円）  

年   度 件 数 合計金額 平均値 

令和３ 年度 70 140, 520, 933 3, 054, 802 

令和４ 年度 45 94, 111, 047 4, 481, 478 

令和５ 年度 64 120, 351, 615 2, 865, 514 

令和６ 年度 62 169, 875, 685 3, 539, 076 

令和７ 年度 67 159, 173, 897 3, 460, 302 
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令和８年度 山形市消費者行政の事業計画（案）について 

 

消費者行政施策の推進  

山形市消費生活審議会の開催 

山形市消費生活の安定及び向上に関する 条例第２ ６ 条の規定に基づき 、 山形市消費生活

審議会を 設置し 、 消費者施策に関する 重要事項等について調査・ 審議を 行う 。  

 

施策の推進に係る事業計画  

１ 消費生活の安全・安心の確保 

（1）商品・サービスの安全・安心の確保 

ア 消費生活用製品安全法、 電気製品安全法に基づく 立入検査の実施（ 消費生活セン

タ ー）  

消費者の安全の確保・ 利益の保護を 図る ため、 市内量販店に対し 立入検査を 実施

する。  

 

イ  健康づく り 推進対策事業（ 健康増進課）  

健康づく り 推進事業に関する 講座・ 展示の中で、 消費生活の安心・ 安全に関わる

正し い情報を 提供する。  

 

ウ 営業施設の許可・ 届出受理、 立入検査、 監視指導、 衛生講習会、 食品の安全性の

確認の実施（ 生活衛生課）  

食品営業許可施設において、 Ｈ Ａ Ｃ Ｃ Ｐ に沿っ た衛生管理が適正に行われる よう

監視指導を 行う 。 また、 毎年食中毒（ 疑いを 含む） が発生し ている こ と から 、 食中

毒の原因に応じ た予防対策を 行う 。  

 

エ 木造住宅耐震診断事業、 木造住宅耐震改修事業、 ブロッ ク 塀撤去補助事業（ 建築

指導課）  

地震時の安全を 図る ため、 木造住宅やブロ ッ ク 塀の地震対策を 支援する補助を 行

う 。  

 

オ 高齢者減災アド バイ ス（ 建築指導課）  

高齢者宅を 訪問し 、 住まいの耐震化や減災アド バイ スを 行う 。  

 

カ  住宅リ フ ォ ーム総合支援事業（ 建築指導課）  

市民の居住環境の質の向上を 図る ため、 リ フ ォ ームの補助を 行う 。  

 

キ 上下水道設備工事のト ラ ブル関係の注意喚起及び周知（ 上下水道部業務課）  

上下水道設備工事のト ラ ブル関係について、 上下水道部ホームページで注意喚起

及び周知を 行う 。  
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ク  水道水の水質検査と 公表（ 上下水道部水質管理室）  

水道水の水質検査を 実施し 、 適正な水質管理を 行う と と も に、 検査結果を 上下水

道部ホームページで公表し 、 安全・ 安心な水道水を 提供する 。  

 

ケ 学校給食の放射性物質検査の実施と 公表（ 給食セン タ ー）  

学校給食の放射性物質検査を 実施し 、 安全性の確認を 行う と と も に、 検査結果を

市ホームページで公表し 、 安全・ 安心な学校給食を 提供する 。  

 

（2）適切な表示及び適正な計量の推進 

ア 家庭用品品質表示法に基づく 立入検査の実施（ 消費生活セン タ ー）  

消費者の安全の確保、 消費者の利益の保護を 図る ため、 家庭用品品質表示法に基

づき 、 市内量販店に対し 立入検査を 行う 。  

 

イ  特定計量器定期検査（ 消費生活センタ ー）  

商店、 医院等で取引及び証明等に使用する 特定計量器の定期検査業務を 一般社団

法人山形県計量協会に委託し 、 市内東部地区を 対象と し て検査を 行う 。  

 

ウ 特定計量器立入検査（ 消費生活セン タ ー）  

燃料油メ ータ ー、 証明用電気計器の封印、 検定有効期間及び管理状況の検査を 行

う 。  

 

エ 商品量目立入検査（ 消費生活センタ ー）  

全国一斉量目立入検査と し て、 中元期及び年末年始期に、 食品の内容量が正確に

表示さ れている か、 スーパーマーケッ ト で立入検査を 行う 。  

 

オ 計量に関する知識の普及・ 啓発（ 消費生活セン タ ー）  

計量に関する 知識の普及啓発のため、 一般消費者を 対象と し た啓発事業を 行う 。  

 

カ  食品の栄養成分表示、 虚偽誇大表示の禁止等の指導（ 健康増進課）  

食品関連事業者等へ食品の栄養成分表示や、 虚偽誇大表示に対する 指導・ 助言を

行う 。  

 

キ 立入検査、 収去検査、 相談の実施、 違反表示への指導（ 生活衛生課）  

食品表示法に基づき 、 食品等事業者が適正な食品の表示を するよ う 監視指導を 行

う 。 また、 アレ ルギーや期限表示の誤り など、 不適切な食品表示の事例が発生し た

場合は、 必要な対策を 行う 。  

 

（3）個人情報保護施策の推進 

ア 個人情報の開示・ 訂正・ 利用停止請求の受付（ 市民相談課）  

市が保有し ている 個人情報について、 本人が開示、 訂正、 利用停止の請求を し た

場合の受付、 処理を 行う 。  
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２ 消費者教育の推進 

（1）消費者教育の推進 

ア 消費生活出前講座（ 消費生活セン タ ー）【 拡充】  

企業、 学校、 地域団体、 高齢者福祉施設などに出向いて、 相談事例やその対処法

などの出前講座を 開催する。 出前講座の案内チラ シは、 翌年度の事業計画等に反映

でき る 時期を 見据えて送付する こ と によ り 、 出前講座の更なる 周知・ 拡大を 図る 。 

さ ら に、 消費者アド バイ ザーが市民講師と なっ て講座を 開催し 、 地域での消費者

教育を 推進する 。  

 

イ  く ら し の講座・ 生活講座の実施（ 消費生活センタ ー）  

消費生活に関する正し い知識と 判断力を 備えた消費者を 育成する ため、 家庭生活

の身近な問題や金融に関するテーマで講座を 開催する。  

 

ウ 食生活改善推進員養成事業（ 健康増進課）  

食生活改善推進員養成講座において、 食品衛生に関する 教育を 推進する。  

 

エ 各学校の主体的な教育活動への指導・ 支援（ 要請訪問・ 計画訪問）（ 総合学習セ

ン タ ー）  

各学校の計画訪問や校内授業研究会において、 消費者教育に関連する 社会科や家

庭科（ 中学校では技術・ 家庭科） において、 子ども たち が自立し た消費者と し ての

資質・ 能力を 身に付ける 教育が行われる よ う に、 指導主事が学習指導要領に基づい

て指導等を 行う 。  

 

   オ 各学校への情報提供（ 総合学習センタ ー）  

     児童生徒が自ら 適切な消費行動を と る ために家族と 話し 合っ たり 、 計画を 立てて

家庭で実践し たり する機会を 設定するため、 文部科学省や消費者庁など様々な関係

機関から の情報を 各学校に周知する 。  

 

カ  公民館事業（ 社会教育青少年課）  

公民館が実施する事業において、 消費生活センタ ーの講師派遣等を 活用し 、 消費

生活に関するト ラ ブルやその対策についての学習講座を 開催する 。  

 

（2）消費者啓発協力員の育成・強化 

ア 消費者啓発協力員研修会（ 消費生活セン タ ー）  

消費者啓発協力員で ある 消費者啓発ボラ ン テ ィ ア と 消費者ア ド バイ ザーの育

成・ 強化を 図る ため、 研修会を 開催する 。  

 

イ  消費者啓発ボラ ン ティ ア養成講座（ 消費生活センタ ー）  

地域における 消費者啓発の促進を 図るため、 消費者啓発ボラ ンティ ア養成講座を

開催する 。  

 

（3）消費者団体の支援 

ア 消費者団体の支援（ 消費生活セン タ ー）  

市内で活動する 消費者問題に取り 組む団体と 連携を 図り 、 活動拠点の提供、 パネ

ル展の開催など 活動を 支援する 。  
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３ 消費者被害の未然防止・救済 

（1）消費者被害の未然防止・拡大防止 

ア 詐欺情報等の情報提供（ 市民課）  

最新の詐欺情報を 入手でき る よ う 、 山形県警が発信する １ １ ０ ネッ ト ワーク の情

報と メ ルマ ガ への登録方法について 市ホームページ に掲載し 、 あわせて 市公式  

Ｌ Ｉ Ｎ Ｅ で不審者情報等の情報提供を 行う 。  

 

イ  「 山形市消費生活セン タ ー情報」 による 情報提供（ 消費生活セン タ ー）【 拡充】  

消費生活相談の中で、 相談・ 苦情の多い事例やその対処法について、 毎月啓発チ

ラ シを 作成し 、 多様な媒体によ る 注意喚起を 行う 。 また、 啓発チラ シの活用状況を

調査し 、 更なる 消費者被害の未然防止・ 拡大防止に向けた啓発を 促進する 。  

 

ウ 注意喚起、 緊急性がある も のの情報提供（ 消費生活セン タ ー）  

注意喚起、 緊急性がある も のについては、 市ホームページ、 メ ールマガジン、 市

公式Ｌ Ｉ Ｎ Ｅ 及びフ ェ イ スブッ ク によ り 注意喚起を 行う 。  

 

エ 山形市広報番組での情報提供（ 消費生活セン タ ー）  

Ｙ Ｔ Ｓ 放送の「 やまがたＣ ｉ ｔ ｙ 情報」 で、 消費者ト ラ ブルの事例と 対処法を 紹

介する 。  

 放送予定 令和８ 年１ １ 月 

 

オ 消費者月間事業の実施（ 消費生活センタ ー）  

霞城セント ラ ル１ 階アト リ ウムにおいて、 消費者月間にあわせ、 消費者団体と 協

力し 、 パネル展を 実施する 。  

日時 令和８ 年５ 月２ ６ 日（ 火） ～２ ９ 日（ 金）  

内容 「 見える 情報 見えない仕組み 

 ～Ａ Ｉ 時代の消費者力を 高める ために～」（ 全国共通テーマ）  

消費者ト ラ ブルの事例と 対処法、 消費者団体活動紹介 

 

カ  消費生活セン タ ー展示コ ーナーでの情報提供（ 消費生活セン タ ー）  

消費生活セン タ ー事務室前に展示コ ーナーを 設置し 、 国や県、 各種団体と 連携を

密にし て、 消費者が適切に判断し 行動する ために必要な情報を 収集し 、 情報提供を

行う 。  

 

   キ 山形市デジタ ルサイ ネージを 活用し た情報提供（ 消費生活センタ ー）【 新規】  

     消費者被害の未然防止・ 拡大防止を 図る ため、 市庁舎、 市内バス停及びベニち ゃ

んバス等に設置さ れている デジタ ルサイ ネージを 活用し た情報提供を 行い、 更なる

周知・ 啓発の拡充を 図る 。  

 

（2）消費者被害の救済、消費生活相談の充実 

ア 消費生活相談（ 消費生活セン タ ー）  

消費者から 事業者と の取引に関し て生じ た相談について、 消費生活専門相談員が

助言を 行い、 必要な場合は事業者に対し てあっ せん等を 行う 。 引き 続き 、 連携中枢

都市圏の形成に係る連携協約に基づき 、 ６ 市７ 町から の相談に対応する。  
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（3）関係機関との連携の強化 

ア 消費生活法律相談（ 消費生活セン タ ー）  

消費者取引の複雑化・ 多様化によ り 、 法的な解釈・ 判断等が必要な相談事例が増

えている こ と から 、 山形県弁護士会の協力を 得て法律相談を 行う 。  

開催日  毎月第４ 木曜日 午後２ 時～４ 時 

 

イ  法律専門家によ る 消費生活相談支援（ 消費生活セン タ ー）  

消費生活相談に対応するう えで、 法律の運用、 解釈、 措置等について専門的な意

見が必要な場合に、 消費生活専門相談員が随時弁護士の指導・ 助言を 受けら れる よ

う 、 山形県弁護士会の協力を 得て相談処理の的確化・ 迅速化を 図る 。  

 

ウ 専門機関特設相談の開催（ 消費生活セン タ ー）  

複雑多岐にわたる 消費生活相談に対応する ため、 専門機関と 連携を 図り 、 特設相

談を 行う 。  

 

（4）高齢者や障がい者の消費者被害の防止 

ア 山形市高齢者等消費者被害防止ネッ ト ワーク （ 消費生活セン タ ー）  

高齢者、 障がい者その他の特に配慮を 必要と する 市民の消費生活上の安全を 確保

するため、 消費者被害の現状、 課題等について情報を 共有し 、 意見交換を 行う 。  

 

イ  包括的支援事業（ 長寿支援課）  

地域包括支援セン タ ーの地域ネッ ト ワーク を 通じ て、 消費者被害情報を 把握する

と と も に、 関係機関と の連携や高齢者総合相談業務を 通し て、 消費者被害の防止に

努める 。  

 

ウ 山形市相談支援事業（ 障がい福祉課）  

情報提供や助言を 行う など、 障がい者等から の相談に対応する。  

 

（5）高齢者や障がい者の財産等の保護 

ア 山形市成年後見制度利用支援事業（ 長寿支援課）  

山形市成年後見セン タ ーに成年後見制度の相談業務等を 委託する 。 また、 制度利

用が必要な高齢者のう ち 、 身寄り がない等の理由で親族によ る成年後見人の審判の

申立てが期待でき ない方について、 市長が家庭裁判所に対し 審判の申立てを 行う 。

こ のう ち 、 申立て費用や成年後見人等報酬が負担でき ない低所得者に対し ては、 そ

の費用を 助成する 。  

 

イ  山形市障がい者に係る 成年後見制度利用支援事業（ 障がい福祉課）  

山形市成年後見セン タ ーに成年後見制度の相談業務等を 委託する 。 また、 制度利

用が必要な方で、 身寄り がない等の理由で親族によ る成年後見人の審判の申立てが

でき ない方について、 市長が家庭裁判所に対し 審判の申立てを 行う 。 こ のう ち、 申

立て費用や成年後見人等報酬が負担でき ない低所得者に対し ては、 その費用を 助成

する。  

 

(6) 多重債務者の支援 

ア 消費生活相談の実施（ 消費生活セン タ ー）  
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多重債務問題に関する相談の解決を 図る ため、 解決手段についての助言や法律専

門家のあっ せん等、 多重債務者への支援を 行う 。  

 

イ  多重債務者無料相談会の開催（ 消費生活セン タ ー）  

深刻化する多重債務問題を 総合的に解決するため、 内閣府が定めた「 多重債務問

題改善プログラ ム」 の一環と し て、 山形県多重債務者対策協議会が主催する 「 借金

に関する無料法律相談会」 を 開催する。  
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４ 消費者による持続可能な社会への参画 

（1）持続可能な社会の形成に向けた取組の推進 

ア 「 山形市消費生活センタ ー情報」 等によ る 情報提供（ 消費生活セン タ ー）  

持続可能な社会の形成に向けた取組のエシカ ル消費を 普及するため、 エシカ ル消

費について広く 周知を 図る 。  

 

イ  市民団体によ る 学習会・ 講座等の開催（ 消費生活セン タ ー）  

山形市消費者連合会において、 エシカ ル消費についての学習会・ 講座等を 開催す

る 。「 ごみ減量・ も っ たいないねッ ト 山形」 などと 連携し 開催する 。  

 

   ウ 市民団体による 親子食育教室の開催（ 消費生活セン タ ー）【 新規】  

     山形市消費者連合会において、 地産地消の大切さ を 伝える こ と を 目的と し て、   

「 地産地消から 始まるエシカ ル消費」 を テーマに親子食育教室を 開催する 。  

 

エ 食育事業、 食生活改善推進員養成・ 育成事業等（ 健康増進課）  

栄養相談や栄養講座を 通じ て、 食育に関する 正し い知識の普及と 健康な食生活の

実践に向けた取組を 行う 。  

 

オ 食育・ 地産地消推進事業（ 農政課）  

「 第３ 次山形市食育・ 地産地消推進計画」 に基づき 、 健やかな心身を 作る ための

食育及び地産地消の推進と 食文化の継承を 図る ため事業を 行う 。  

 

カ  バイ キング給食（ 学校給食セン タ ー）  

主に小学校卒業学年を 対象に、 生涯にわたっ て健康で充実し た生活を 送る ための

望まし い食習慣を 身に付け、 自己管理能力を 養う こ と などを 目的と し て、 バイ キン

グ給食を 行う 。  

 

（2）環境の保全に向けた取組の推進 

ア 省エネルギー・ 地球温暖化対策事業等（ 環境課）  

（ ア） 太陽光発電設備や省エネルギー高効率設備の導入の推進、 省エネ行動等につい

て、 広報やまがたや市ホームページのほか、 ウィ ン ド ウディ スプレ イ やラ ジオ

等を 活用し て紹介する。  

（ イ ）「 脱炭素社会実現普及・ 啓発事業」 を 通し 、 市内のＮ Ｐ Ｏ や各種団体と 連携し 、

太陽光発電設備や省エネ設備の導入の推進、 省エネ行動の呼びかけやエコ 住宅

の普及推進に関する 事業を 行う 。  

（ ウ） 太陽光発電設備について、 設置者へのアン ケート を 実施し 、 設置費用や発電機

などの情報を 市ホームページで提供する 。  

 

イ  リ ユースによる 地球温暖化対策等推進基金への寄附受入及びリ ユース実践の促

進と 温暖化対策の啓発（ 循環型社会推進課）  

ブッ ク オフ コ ーポレ ーショ ン 株式会社と の連携協定に基づき 、 本やＣ Ｄ 等のリ ユ

ースによ る 査定額相当額を 地球温暖化対策等推進基金への寄附と し て受け入れる 。

また、 リ ユース実践の促進と 温暖化対策の啓発を 行う 。  
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ウ 市民団体と 連携し た食品ト レ ーや雑がみ等リ サイ ク ルキャ ン ペーン の実施（ 循環

型社会推進課）  

ごみ減量・ も っ たいないねッ ト 山形と 連携し 、 食品ト レ ーや雑がみ等のリ サイ ク

ル推進を 目的と し たキャ ン ペーン やイ ベン ト で啓発活動を 行う 。  

 

エ 買い物袋持参率調査（ 循環型社会推進課）  

市民の意識定着を 把握する ため、 買い物袋持参率調査を 継続する 。  

 

オ 集団資源回収推進事業（ 循環型社会推進課）  

市民主体のごみ減量運動である 集団資源回収事業の推進を 行う 。  

 

   カ  生ごみ処理機等購入補助事業（ 循環型社会推進課）  

     家庭から 排出さ れる 生ごみの減量化及び堆肥化を 促進する ため、 生ごみ処理機等

の購入費用に対し 補助を 行う 。  

 

キ 生ごみやさ いク ル事業（ 循環型社会推進課）  

可燃ごみの約４ ０ ％を 占める 生ごみの減量のため、 電気式（ 乾燥式） 生ごみ処理

機で生成さ れた乾燥生ごみと 野菜等を 交換でき る 事業を 行う 。  

 

ク  事業系一般廃棄物の減量・ 資源化の啓発（ 循環型社会推進課）  

大規模建築物等の管理者に対し 提出を 義務付けている「 事業系廃棄物減量等計画

書」 によ り 、 計画的な排出抑制対策を 講じ る よ う 啓発し 、 事業系ごみの排出抑制と

資源化を 促進する 。 また、 制度を よ り 効率的に運用するため事業系一般廃棄物の減

量・ 資源化について普及啓発を 行う 。  

 

ケ リ ユース促進事業（ 循環型社会推進課）  

市で不要になっ た備品等を メ ルカ リ Ｓ ｈ ｏ ｐ ｓ に出品、 販売する こ と によ り リ ユ

ースにつなげる 。 さ ら に、 市民が使わなく なっ た本やＣ Ｄ 等の持ち 込み回収イ ベン

ト を 開催し 、 ブッ ク オフ に引き 渡すこ と によ り リ ユースを 促進する 。  

 

コ  ペッ ト ボト ル水平リ サイ ク ルの推進（ 循環型社会推進課）  

株式会社セブン －イ レ ブン・ ジャ パン と の連携事業と し て、 コ ン ビ ニ店舗に設置

し ている ペッ ト ボト ル回収機での水平リ サイ ク ル、Ｃ Ｏ 2 削減及び資源の循環利用を

推進する 。  

 

（3）食品ロス削減に向けた取組の推進 

ア 市民団体によ る 食品ロ ス削減の啓発（ 消費生活センタ ー）  

山形市消費者連合会で、 消費者月間パネル展において、 食品ロ ス削減の啓発ティ

ッ シュ を 配布する 。  

 

イ  市民団体と 連携し たごみ減量のための食品ロ ス削減の啓発（ 循環型社会推進課）  

ごみ減量・ も っ たいないねッ ト 山形と 連携し て、 ホテル業者等に３ ０ ・ １ ０ 運動

啓発コ ースタ ーを 配布し 、 宴会での活用を 啓発する 。 さ ら に、 環境展などのイ ベン

ト で食品ロ ス削減パネルの展示やチラ シ配布を 行う ほか、 ラ ジオや広報やまがたを

活用し た周知を 行う 。  
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ウ フ ード ド ラ イ ブ事業（ 循環型社会推進課）【 新規】  

     食品ロスに対する意識の向上と 食品ロ スの削減を 図る ため、市民団体（ ごみ減量・

も っ たいないねッ ト 山形） と 連携し 、 家庭で余っ ている 食品を 持ち 寄っ ていただき

フ ード バン ク 活動団体を 通じ て、 食の支援を 必要と し ている 方へつなぐ 取組を 行う 。 

      実施時期 令和８ 年６ 月 

 

エ フ ード バン ク 事業（ 生活支援課）  

フ ード バン ク 活動団体から 無償で提供さ れた食品等を 生活困窮者等に提供する 

こ と で、 食品ロ スの削減を 図る と と も に、 一時的な生活維持のための支援を 行う 。 
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山形市消費者行政に関する基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２０年 １月 

（平成２１年４月一部改正） 

（令和４年７月改正） 

 

山 形 市 

  

※容量の都合上ＳＤＧｓアイコンは省略 
      

     
 

こ の 基 本 方 針 の 推 進 に よ り 、 Ｓ Ｄ Ｇ ｓ の こ の
ゴ ー ル の 達 成 に 貢 献 す る こ と を 目 指 し ま す  
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Ⅰ 基本方針の改訂にあたって 

  

私たちは様々な商品を購入し、また、サービスを利用しながら生活を送ってい

ます。消費生活を「安全・安心」に営むことができる社会づくりは重要な課題で

す。 

「山形市消費生活の安定及び向上に関する条例」は、消費者の利益を擁護し増進

させるため、消費者施策の両輪として消費者の保護と自立の支援を総合的に推進

し、市民の消費生活の安定及び向上を図ることを目的としています。 

第３条の規定に基づく「山形市消費者行政に関する基本方針」を策定して１０

年以上が経過し、その間、消費者を取り巻く状況は大きく変化しています。 

これまでも、架空請求を始め、高齢者等の社会的弱者を狙った悪質商法による

消費者被害は後を絶たず、消費者対策の強化が求められてきました。 

こうした中で、高齢者の消費生活相談件数の全体に占める割合は高く、障がい

者に関連した消費生活相談も近年増加傾向にあることや、ＳＮＳによる悪質商法

の勧誘など、成年年齢の引き下げを契機として、若年者の消費者トラブルが急増

していくことも懸念されます。 

さらに、電子商取引の拡大に伴い、高齢者や若年者等ではない、いわゆる一般

的・平均的消費者であっても、取引を行うタイミングで混乱して、一時的にぜい

弱な状態となるといった問題が生じてしまうことも考えられます。 

また、消費者施策の展開にあたっては、２０１５年に国連サミットで採択され

たＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の実現に向けて、積極的に取り組みを推進し

ていく必要があります。 

このような多様化する消費者の特性に応じてきめ細やかな対策を講じるため、

令和４年３月に策定された第４次山形県消費者基本計画を踏まえ、従来の基本方

針を見直すものです。 

改訂した基本方針では、今後山形市として取り組むべき重点施策を、「消費生活

の安全・安心の確保」「消費者教育の推進」「消費者被害の未然防止・救済」「消費

者による持続可能な社会への参画」の４つにまとめ、そのそれぞれの施策を具体

化させるための方向を定めています。従来の施策を引き継ぎながら、新しい施策

を盛り込み作成しています。 

今後、この方針により、消費生活に関する施策を総合的かつ計画的に推進して

いきます。 
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Ⅱ 消費者行政の体系 

 

〔目標〕  〔重点施策〕   〔施策の方向〕

(7)多重債務者の支援

(1)持続可能な社会の形成に向けた取組の推進

４消費者による持続可
能な社会への参画

(2)環境の保全に向けた取組の推進

(3)食品ロス削減に向けた取組の推進

(3)消費生活相談の充実

３消費者被害の未然防
止・救済

(4)関係機関等との連携の強化

(5)高齢者や障がい者の消費者被害の防止

(6)高齢者や障がい者の財産等の保護

市
民
の
消
費
生
活
の
安
定
・
向
上

(5)災害等緊急時における対応

(1)消費者教育の推進

(2)消費者教育の機会の拡充
２消費者教育の推進

(3)消費者啓発協力員の育成・強化

(4)消費者団体の支援

(1)消費者被害の未然防止・拡大防止

(2)消費者被害の救済

(1)商品・サービスの安全・安心の確保

(2)適切な表示及び適正な計量の推進

１消費生活の安全・安
心の確保

(3)事業者に対する指導等

(4)個人情報保護施策の推進
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Ⅲ 施策の方向 

 
１ 消費生活の安全・安心の確保 

(1) 商品・サービスの安全・安心の確保 

商品やサービスの安全・安心への関心が高まっている中で、市民が安心し

て生活できるよう、身近なものによる事故や住まいの問題等に関する情報を

適切に収集し提供するとともに、食品の安全性を確保するための取組を推進

します。 
 

(2) 適切な表示及び適正な計量の推進 

   消費者の利益が損なわれることのないよう、生活用品等の表示について、

事業者への立入検査や検査に基づく適切な指導を行います。食品等の表示に

ついては、市民に適切な情報提供を行い、事業者に対し食品表示の適正な指

導を行います。 
また、適正な取引が行われていくように、特定計量器（注1） の定期検査や

商品量目及び特定計量器の立入検査を充実し、計量の適正化を推進していき

ます。あわせて、消費者に対しても計量知識の啓発普及に努めます。 
 
  （注1） 特定計量器…取引及び証明に使用される計量器について、計量法に定められた  

    性能を有するはかりであり、検定に合格しているはかりのこと。  
 

(3) 事業者に対する指導等 

   事業者に対して、法令遵守、消費者に対する適切な情報提供、苦情処理相

談体制の強化、危害の発生・拡大の防止等について、適切な指導・要請を行

います。 
 

(4) 個人情報保護施策の推進 

個人情報が、本来の目的と異なる使われ方をされて困っている消費者から

の苦情や相談に対する適切な対応を図ります。 
 

(5) 災害等緊急時における対応 

災害等緊急時において生活必需物資に混乱が生じた場合は、生活必需物資

の価格及び需給に関する情報提供や注意喚起を行います。 
また、災害等緊急時における悪質商法による消費者被害の未然防止・拡大

防止のため、消費生活情報の提供及び相談体制の整備を行います。 
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２ 消費者教育の推進 

(1) 消費者教育の推進 

小学校、中学校、高等学校における学校教育については、新たな学習指導

要領において消費者教育に関する内容が充実されたことを踏まえ、引き続き

学校と連携し、学習指導要領に準拠した消費者教育の推進を図ります。 
特に成年年齢引き下げにより、若年者層の消費者トラブルが急増していく

ことが懸念されることから、若年者に対する消費者教育の取組を一層推進し

ます。 
また、インターネット取引等デジタル技術を利用した消費行動の拡大を踏

まえ、デジタルサービスの仕組みやリスクの理解促進に向けた消費者教育の

充実を図ります。 
 

(2) 消費者教育の機会の拡充 

消費者が、学校、地域、家庭等の様々な場所で、生涯を通じて切れ目なく

消費者教育を受けられる機会の充実を図ります。 
また、職員や消費者アドバイザーが地域に出向いて悪質商法等にあわない

ために行っている出前講座の拡充を図るとともに、消費者啓発協力員等を通

して情報を提供していきます。 
 

(3) 消費者啓発協力員の育成・強化 

消費者被害の未然防止を図るため、悪質商法等のいち早い情報の提供や、

消費者啓発を推進する必要があります。山形市では、平成５年から市民によ

る消費者啓発協力員制度を設けています。 
消費者啓発協力員である、消費者啓発ボランティア（注1） と消費者アドバ

イザー（注２） の育成・強化を図ります。 
 
  （注1） 消費者啓発ボランティア…地域における消費者啓発を推進し、市民の消費者被  

    害を未然に防止するため設置したもので、居住する地域内で、悪質商法等に係る  

    情報を口コミや回覧等で伝えるとともに、消費生活相談窓口の紹介をする。 
  （注２） 消費者アドバイザー…消費者被害を未然に防止するため「市民講師」として地域 

    に出向いて悪質商法等に係る情報を提供するなどの諸活動を行う。 
 

(4) 消費者団体の支援 

   多様化する消費者問題に対応するには、消費者が団結し主体性をもって行

動する必要があります。このため、消費者団体については引き続き自主的な

活動を支援していきます。 
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３ 消費者被害の未然防止・救済 

(1) 消費者被害の未然防止・拡大防止 

消費者被害は平成２６年度を最高に、ここ数年は高止まりの状態が続いて

おり、その相談内容はインターネットの発展やデジタル化の進展等により、

多様化・複雑化しています。 
消費生活相談窓口の認知度を高めるとともに、悪質商法等による消費者被

害の未然防止・拡大防止に向け、効果的な広報や啓発活動、情報提供に努め

ます。 
 

(2) 消費者被害の救済 

   消費者から事業者との取引に関して生じた苦情の申出があったときは、助

言やあっせん等を行うとともに、法律問題に対応するため、消費生活法律相

談会を継続して実施します。 
また、事業者の販売行為が適正か否かの調査を行い、販売行為が不適正な

ときは是正を要請します。 
 

(3) 消費生活相談の充実 

消費生活専門相談員の知識の向上を図るとともに、消費者トラブルに関す

る最新の情報に接するため、独立行政法人国民生活センター（注1） 等関係機

関による研修に計画的に参加させます。 
また、消費者の利便性の向上を図るため、オンラインによる相談について

検討します。 
相談対象の区域に関しては、山形市の他にも山形連携中枢都市圏（注 2） の

構成市町に拡大し、連携中枢都市として連携市町と協力し、相談業務等サー

ビスの向上を図ります。 
 
  （注1） 独立行政法人国民生活センター…法律によってつくられた消費者のための機関。 

    全国にある消費生活センター等と協力してくらしに役立つ情報を提供。また、社

会的に中立･公正な立場で消費者苦情を処理したり、調査研究、商品テストを行っ

ている。  

  （注2） 山形連携中枢都市圏…山形市・寒河江市・上山市・村山市・天童市・東根市・  

    尾花沢市・山辺町・中山町・河北町・西川町・朝日町・大江町・大石田町  

(4) 関係機関等との連携の強化 

国や県、警察や事業者団体等関係機関と連携を図ることにより、被害の未

然防止や救済に努めます。 
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また、弁護士会と連携をとり、相談者やその家族等が法的な解決を必要と

する場合の紹介や、法律解釈等のアドバイスを受けます。 
  さらに、適格消費者団体と連携し、情報提供を行います。 
 
(5) 高齢者や障がい者の消費者被害の防止 

現在、高齢化の進行などにより配慮を要する消費者が更に増加することが

懸念されています。 
  架空請求を始め、高齢者を狙った悪質商法による消費者被害は後を絶たず、

また、購入や契約の判断能力の不十分な障がい者が悪質な事業者に騙される

といったことも発生しています。 
  そのため、地域への出前講座による啓発や、高齢者等消費者被害防止ネッ

トワーク（注1） を活用して高齢者や障がい者の消費者トラブルの未然防止、

拡大防止を図ります。なお、情報を得にくい独居老人宅を訪問する機会の多

い、民生委員・児童委員、地域包括支援センター等に対し情報の提供を行い

ます。 
 
  （注1） 高齢者等消費者被害防止ネットワーク…山形市では、高齢者や障がい者その他  

    の特に配慮を必要とする者の消費生活上の安全を確保するため、消費者が連携し、 

    高齢者等に関する消費者被害の現状、課題等について情報を共有するとともに、  

    地域における見守り体制を強化し、消費者被害防止の取組の推進を図ることを目  

    的として設置した。 
 
(6) 高齢者や障がい者の財産等の保護 

   消費者としての高齢者や障がい者の権利を擁護していくため、福祉相談窓

口において関係機関との連携を図り、成年後見制度（注1） 等の活用を促進し

ます。 
 
  （注1） 成年後見制度…認知症、知的障がい、精神障がいなどの理由で判断能力の不十分 

    な方々は、不動産や預貯金などの管理をしたり、身の回りの世話のために介護な

どのサービスや施設への入所に関する契約を結んだり遺産分割の協議をしたりす

る必要があっても、自分でこれらのことをすることが難しい場合がある。また、

自分に不利益な契約であってもよく判断ができずに契約してしまい、悪質商法の

被害に遭う恐れもある。このような判断能力の不十分な方々を保護し、支援する

民法上の制度。  

 

 



参考１ 

 

- 7 - 

(7) 多重債務者の支援 

   多重債務問題の解決を図るため、解決手段についての助言や法律専門家の

窓口紹介など、多重債務者の債務整理や生活再建等に向けた支援を行います。 
   また、「多重債務者相談強化キャンペーン」に併せて、無料法律相談会を開

催します。 
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４ 消費者による持続可能な社会への参画 

(1) 持続可能な社会の形成に向けた取組の推進 

   持続可能な社会の形成に当たっては、消費者自らが意識を持ち行動するこ

とが大切になってきます。社会経済の変革が促進される中、エネルギー資源

や地域の活性化及び雇用なども含む、人や社会・環境に配慮した消費行動、

いわゆるエシカル消費（注1） を普及啓発するための取組を推進します。 
   また、食生活についても、食品の安全性、栄養、食習慣等についての正確

な情報の提供、食の生産や流通、消費や処理などへの理解増進に向けた食育

の取組や、地産地消活動などを推進します。 
 
  （注 1） エシカル消費…エシカルとは、英語で「倫理的な」という意味。エシカル消費 

    とは、私たちが毎日の生活の中で行う「食べること」や「使うこと」、「買うこ 

    と」などの消費行動を、人や社会、地域、環境に配慮して行うこと。 

   （例：必要なものを必要な量だけ買う。エコ商品を買う。長く使えるもの選ぶ。フ 

ェアトレード製品を選ぶ。福祉作業所などの製品を買う。地元の商品を買う。） 

 
(2) 環境の保全に向けた取組の推進 

   脱炭素社会の実現や循環型社会の形成に向け、省エネルギー、再生可能エ

ネルギーの利用、及び資源の循環的な利用等を推進するため、情報提供や普

及活動を推進します。 
   環境資源の保護と持続可能な利用について、消費者の理解を推進するため

の情報発信や普及啓発、リサイクルの推進に資する取組を進め、消費者と事

業者、行政が力を合わせて、環境に配慮した消費行動を一層推進していきま

す。 
 

(3) 食品ロス削減に向けた取組の推進 

   消費者、事業者、行政が食品ロスの削減について理解と関心を深め、それ

ぞれの立場から取り組むことを促進するとともに、関係者が相互に連携を図

りながら取組を進めます。 
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関係条例等（抜粋） 

 

○山形市消費生活の安定及び向上に関する条例 

（公表） 

第19条 市長は、事業者が正当な理由がなく第14条第２項の規定による立入調査、第15条

の規定による資料の提出要請又は第16条の規定による立証要求に応じないときは、当該

事業者の氏名等及び応じない旨の内容を公表することができる。 

２ 市長は、第17条の規定による勧告に従わない事業者があるときは、当該事業者の氏名

等並びに当該勧告に係る調査の経過及び内容等を公表することができる。 

３ 市長は、第８条第２項又は前２項の規定により事業者の氏名等を公表しようとすると

きは、あらかじめ当該事業者にその旨を通知し、事前に意見を述べる機会を与えるもの

とする。ただし、緊急な対応を要する場合又は当該事業者の所在が判明しない場合は、

この限りでない。 

（設置等） 

第26条 消費者施策に関する重要事項について調査審議を行うため、この市に山形市消費 

生活審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、前項の調査審議を行うほか、消費者行政について審議を行い、市長に意見

を述べることができる。 

３ 審議会は、第19条に規定する公表に関する事項（以下この条において「公表に関する

事項」という。）について調査審議を行うために必要と認めるときは、関係人その他当

該調査審議のために必要な者の出席を求め、意見若しくは説明を聴き、又は資料の提出

を求めることができる。 

４ 公表に関する事項について調査審議を行う場合における審議会の会議は、非公開とす 

る。 

（組織等） 

第27条 審議会は、委員10人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(１) 知識経験者 

(２) 消費者 

(３) 事業者 

(４) 関係行政機関の職員 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

４ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とす 

る。 

 

○山形市消費生活の安定及び向上に関する条例施行規則 

（会長及び副会長） 

第11条 条例第26条第１項に規定する山形市消費生活審議会（以下「審議会」という。）

に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

（会議） 

第12条 審議会の会議は、会長が招集し、会長は、会議の議長となる。 

２ 審議会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 
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○山形市情報公開条例 

（会議の公開原則） 

第29条 実施機関の附属機関及びこれに類するものの会議は、公開するものとする。ただ

し、次の各号のいずれかに該当するときを除く。 

(１) 当該会議での審議内容が、非公開情報に該当すると認められるとき。 

(２) 当該会議を公開することにより、公正かつ円滑な審議が著しく阻害され、当該会

議の目的が達成できないと認められるとき。 

２ 会議の公開の方法その他必要な事項は、市長が別に定める。 



※消費生活出前講座を実施しています。【お申込み・お問合わせ】023-647-2201 

 

 

 
 
 
 

～ネット購入・携帯電話サービス・光回線・電気・賃貸アパートの相談が多かった～ 

◆偽ショピングサイトや定期購入トラブルが多く、途絶えることが

なかった。 

 

 
 

 
 
◆携帯電話サービスの乗り換え時のトラブルが増加、光回線と電気

の乗り換え時のトラブルもまだまだ多い。   
   

    

 

 
 

◆賃貸アパートの退去時の原状回復に伴う精算金額のトラブルが

増加した。 

                             
 
  ※電気通信事業法の初期契約解除制度や確認措置の適用により解約でき 

る場合があります。電気の乗り換えは勧誘方法が電話や訪問の場合は、 

クーリング・オフの対象となることがあります。 
  

 
 
 
 

●「料金が安くなる」「工事が無料」との勧誘に注意！不要なオプ

ションが付帯されていたケースや解約すると高額な違約金を

求められることがあります。契約内容をよく確認しましょう。 

●解約（※）したい場合は、契約書面をよく読みましょう。 

 

 

 

ここが重要！

ここが重要！  

２０25年度 山形市の消費者トラブル 

山形市消費生活センター情報 2026年7月号 
 

ここが重要！  

心
配
な
時
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ー
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談
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●国土交通省が定めるガイドラインを参考にしましょう。 

●入居時のチェックで傷や汚れ等の写真を撮り、不動産業者に

報告して書面で記録に残しましょう。 

●退去時の立会で納得できない場合はサインをしない！ 

●偽ショッピングサイトの詐欺の手口として「品薄」「割引過

大」「支払方法が限定」「業者の住所虚偽」に注意しましょう。 

●ネット通信販売を利用する場合は、広告を鵜呑みにせず、必

ず最終確認画面と規約等をよく見てから注文しましょう。 

山形市消費生活センター  
山形市城南町１－１－１霞城セントラル３階 

〈相談受付〉火～日(月・祝休館)午前９時～午後５時     

〈相談専用電話〉０２３－６４７－２２１１ 

消費者ホットライン１８８
い や や

もご利用ください 

 

 山形市公式 LINE 
にて毎月センター 
情報を配信中です 

 

【国民生活センターFAQ】 
トラブル解決を支援する 
情報が提供されています 


